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循環型社会における企業法務のあり方についての一考察
一最近のトラブル事例を題材に-














































1地球温暖化対策推進本部決定 ｢京都議定書目標達成計画の見直しに向けた基本方針｣2頁参照 (http://w w.kantei.
go.jp/jp/singi/ondanka/2007/1002honbun.pdf)




























































4 なお､リサイクル関連法の概要を紹介 した上で､違反事例を分析 し､法的な視点から､その原因と対策を考察した
上で､今後の法動向について論ずる論考として､淵連善彦-小川聡 ｢リサイクル関連法と今後の動向～違反事例の分
析を中心に～｣ビジネス法務2008年5月号87-93頁がある｡
r' 『大辞林 第 2版』三省堂によれば､法務とは､｢法律 ･司法に関する種々の事務｣とされる｡
6 企業法務についての他の定義を紹介すると､例えば､多田晶彦 ｢学問としての企業法務｣NBL536号 (1994)13頁
は､企業法務について次のように定義する｡｢静態的 (static)な意味では ｢企業がその活動を行 うに当たって処理す




H社団法人商事法務研究会-経営法友会 『会社法務部 【第九次】実態調査の分析報告』(商事法務 ･2006)〔以下､
実態調査〕105-106頁によれば､知的財産関連業務についての専門部署を持つ企業の割合は48.7%､株式業務につい
ての専門部署を持つ企業の割合は50.0%であった｡
























































務 〔第 2版〕』(民事法研究会 ･2005)2-3頁も､企業法務部門の役割を､①臨床的機能 (臨床法務)､②予防的機
能 (予防法務)､③戦略的機能 (戦略法務)に分類 し､前記多田分類を踏襲する｡
これ らの3分類の場合､契約関連業務について､ トラブル発生前を予防法務に､ トラブル発生後は臨床法務に分類
することになるものと思われる｡ しかしながら､筆者としては､企業の法務部門が取 り扱 う業務中､最多のものであ













































































‖ 滝川 ･前掲注(10)3頁も､コンプライアンス ･プログラムを予防法務の一種 とする｡
12前掲注(10)参照｡



























































14 滝川 ･前掲注(10)3頁は､｢企業を取 り巻く法的ルール (法律､政府規制､契約)の枠組みの中でこれ らを駆使 しな
がら､事業活動の遂行のため有用な戦術や戦略を検討 し立案するというような機能｣を戦略法務 と呼び､最近重要視
されている旨指摘する｡
15 パブリック ･コメン ト手続き (正式には意見公募手続き)は､｢行政機関が命令等 (政令､省令など)を制定する
に当たって､事前に命令等の案を示 し､その案について広く国民から意見や情報を募集するもの｣(総務省 :｢意見公
募手続等｣ (http://www.soumu.go.jp/gyoukan/kanri/tetsuzukihou/iken_koubo.html))であり､行政手続法の規定によっ























































16 基本法において､廃棄物等とは､廃棄物 (これは､廃棄物処理法の定義する廃棄物と同義である｡〔2条 1項〕)お




1丁環境省 『廃棄物処理技術情報 廃棄物処理の現状と科学研究』｢一般廃棄物の排出及び処理状況等 (平成17年度実




















































































































































iO容器 リサイクル法および家電 リサイクル法は､基本法の制定以前に既に存在 し､食品 リサイクル法および建設 リサ
イクル法は､基本法の制定にあわせて整備され､自動車リサイクル法は平成14年に公布された｡
3]解説 ･前掲注(22)166頁参照｡
























































33 石原産業 ｢弊社製品フェロシル トに関する事実判明とお詫び｣2-3頁参照 (http://www.iskweb.co.jp/cgi-pdf/feroshilt
/1165575970.pdf)
34 本件の詳細については､三重県 ｢フェロシル ト問題に関する検討調査最終報告書｣参照 (http://ww .eco.pref.mie.jp
/cycle/100080/ferosrt/houkoku_h171215.htm)
35前記報告書 ･資料4 ｢フェロシル ト問題の経緯 (製造から直近の状況まで)｣および､東京新聞2007年6月26日社説
参照｡
3bA社は一審判決を控訴 しなかった｡(石原産業 ｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律違反に関する判決-の対応につ

































































く勧告に関して｣ (http://www.bestdenki.ne.jp/view.php?pageld=1497)､株式会社コジマ廃家電問題 ･第三者委員会 :
｢平成20年3月13日付最終報告書 概要｣(http://vww.kojima.net/corporation/ir/pdf/release20080312.pdf)等参照｡
～｡毎 日jp:｢家電 リサイクル法 :施行 8年 目 プラ再利用量13倍に 2008年8月18日｣参照 (http://mainichi.jp/select/
bi∑/news/20080819kOOOOmO20110000C.html)
10家電 リサイクル制度において､ユーザーは廃家電を排出するにあたって､ リサイクル料を支払 うことが求められて
いる｡ リサイクルが十分に行われないとい うことになると､ユーザーは制度-の信頼を失い､リサイクル料の支払い
に支障も予想される｡そのような状況が累積すると､制度自体が崩壊する恐れさえ指摘できよう｡
" 社内で体制整備が難 しい場合は､弁護士その他社外に人的 リソースを求めるべきであろう｡
42 淵連-小川 ･前掲注(4)88-90頁は､この事件を取 り上げた中で､事件の原因として､グリーン購入法の理解不足を
あげ､コンプライアンス意識の徹底と業界の体質改善を対策として指摘する｡







































































































































49 関連する製紙会社は､共同して合計10億円を出資 して基金を作 り､間伐材の利用促進事業や古紙の回収支援を行 う
ことを発表 した｡ 日本製紙連合会他 ｢古紙パルプ配合率未達の問題に対するお詫び (声明)｣(http://www.jpa.gr.jp/me
/release/20080131060130-1.pdf)および最終とりまとめ ･前掲注(37)14頁参照｡
50 日本製紙連合会は､10億円の出資とそれに伴 う活動について､｢社会貢献活動｣と位置付けているo 日本製紙連合
会他 ･前掲注(49)参照｡
51 日本製紙グループ :｢GreenProportion これからの再生紙のあり方 その 1近年の古紙事情の変化｣(http://ww.
greenproportion.com/paper/volumel.html)では､｢中国を筆頭にした古紙の海外需要の拡大や リサイクルが繰 り返され
た古紙の品質レベルの低下｣から､良質な古紙の入手が難しい旨を指摘 している｡














































52日本製紙グループ :｢ppc用紙の古紙配合率の変更について ～古紙100%配合のPPC用紙の生産を中止～ 2007年10
月22日｣参照 (http://www.np一g.com/whatsnew/whatsnewO7102201.html)
53 山陰中央新報2008年 2月 6日論説参照｡
51製紙エコ偽装事件発覚前の時点では､環境省 ｢環境物品等の調達の推進に関する基本方針 (変更箇所抜粋)｣3頁
(http://www.env.go.jp/press/me_view.php?serial-10529&hou_id=9074)において ｢古紙パルプ配合率100%かつ白色度70%
程度以下であること｡ただし､配合されている古紙パルプのうち30%を上限として､間伐材及び合板 ･製材工場から
発生する端材等の再生資源により製造されたバージンパルプ､又は環境に配慮された原料を使用 したバージンパルプ
に置き換えてもよい｡｣とされ､ただし書き部分で一定の緩和が認められていた｡ しかし､エコ偽装事件を受けた最
終とりまとめ ･前掲注(37)58-59頁においては､ただし書き以降が削除され､従来通 りとなった｡
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